
５．損益外減価償却相当額及び引当外退職給付増加見積額の各セグメントの金額は、以下のとおりです。
（単位：百万円）

研 究 事 業 臨床研究事業 診 療 事 業 教育研修事業 情報発信事業 計 法 人 共 通 合 計

損益外減価償却相当額 299 7 119 4 2 431 1 432

引当外退職給付増加見積額 7 8 331 1 2 349 90 439

貸 借 対 照 表
（平成23年３月31日） （単位：百万円）

資産の部 負債の部
Ò 流動資産 Ò 流動負債

現金及び預金 3¶562 運営費交付金債務 274

医業未収金 668 預り寄附金 7

貸倒引当金 � 5 一年以内返済長期借入金 117

未収金 91 買掛金 187

医薬品 33 未払金 2¶009

診療材料 19 一年以内支払リース債務 114

給食用材料 1 前受金 6

貯蔵品 8 預り金 69

前払費用 5 未払費用 0

未収収益 0 引当金
その他流動資産 5 賞与引当金 205

流動資産合計 4¶388 流動負債合計 2¶988

Ó 固定資産 Ó 固定負債
１ 有形固定資産 資産見返負債

建物 3¶167 資産見返運営費交付金 198

減価償却累計額 � 158 資産見返補助金等 47

構築物 49 資産見返寄附金 18

減価償却累計額 � 4 長期借入金 737

医療用器械備品 659 リース債務 79

減価償却累計額 � 199 固定負債合計 1¶079

損 益 計 算 書
（平成22年４月１日～平成23年３月31日） （単位：百万円）

経常費用 経常収益
業務費 7¶289 運営費交付金収益 2¶983

給与費 3¶672 補助金等収益 19

材料費 1¶258 業務収益 4¶438

委託費 313 医業収益 4¶112

経費 1¶427 研修収益 23

設備関係費 618 研究収益 304

その他 1 寄附金収益 0

一般管理費 310 資産見返負債戻入 7

給与費 259 資産見返運営費交付金戻入 5

材料費 0 資産見返補助金等戻入 1

経費 49 資産見返寄附金戻入 1

減価償却費 2 財務収益 1

財務費用 13 その他経常収益 24

その他経常費用 13 経常収益合計 7¶472

経常費用合計 7¶625 経常損失 � 153

その他器械備品 3¶671 負債合計 4¶068

減価償却累計額 � 711 純資産の部
土地 3¶294 Ò 資本金
建設仮勘定 0 政府出資金 10¶334

有形固定資産合計 9¶768 資本金合計 10¶334

２ 無形固定資産 Ó 資本剰余金
電話加入権 0 資本剰余金 587

その他無形固定資産 0 損益外減価償却累計額（�）� 619

無形固定資産合計 0 資本剰余金合計 � 32

３ 投資その他の資産 Ô 繰越欠損金
破産更生債権等 15 当期未処理損失 � 209

貸倒引当金 � 15 （うち当期総損失） � 209)

長期貸付金 4 繰越欠損金合計 � 209

投資その他の資産合計 4 純資産合計 10¶092

固定資産合計 9¶772 負債純資産合計 14¶160

資産合計 14¶160
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３．事業費用のうち法人共通は、各セグメントに配賦不能費用であり、その主なものは、管理部門に係る費用（665百万円）です。
４．総資産のうち法人共通は、各セグメントに配賦しなかった資産であり、その主なものは、現金及び預金（3¶663百万円）です。

独立行政法人国立長寿医療研究センター平成22事業年度財務諸
表に関する公告

独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第38条第４項に基づき、独立行政法人国立長寿医療
研究センター平成22事業年度財務諸表について次のとおり公告します。
なお、主要な財務諸表のみを記載しておりますので、詳細をご覧になりたい方は、当センターのホー
ムページ（http://www.ncgg.go.jp/）又は事務所にて閲覧ください。
~ 貸借対照表等の計数は百万円未満を四捨五入しているので、合計と端数において合致しないもの
があります。
平成 23年 10月 11日 愛知県大府市森岡町源吾35

独立行政法人国立長寿医療研究センター
理事長 大島 伸一
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